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令和元年度第１１回庁議提案  審議・報告・その他 

                     提 出 日：令和元年９月３日 

                     担当部・課：総務部危機対策課〔内線４１５６〕 

① 件  名 

 令和元年度石巻市総合防災訓練の実施について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

  東日本大震災の教訓を踏まえ、市民一人ひとりが自ら避難行動をとることができるように、市

内一斉の地震による津波・土砂災害等の災害危険区域からの避難訓練を実施している。 

 

【目的】 

市民一人ひとりが、『自分の命は自分で守る、みんなの命は地域で支える』という自助・共助の

意識を更に強め、防災についての正しい知識と行動力を身につけるもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 災害対策基本法（昭和３６年１１月１５日法律第２２３号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】 

 第４章 安心して健やかに暮らせるまち 

  第７節 災害に対する備えを充実する 

    ３ 防災意識の向上と円滑な避難体制をつくる 

石巻市地域防災計画〔共通編〕 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

平成３１年２月   次年度開催日程について、市教育委員会及び各学校に通知 

 令和元年 ６月   市内避難所、避難場所への管理者へ訓練実施について協力依頼 

６～８月 町内会、区長会の各地区総会にて防災訓練への参加要請 

⑤ 主な内容 

１ 日  時：令和元年１１月３日（日） 

（ステージ１）地震による津波・土砂災害等の災害危険区域からの避難訓練   

午前９時～午前１０時     

（ステージ２）地域の自主的な災害応急対策訓練 午前１０時～       

２ 場  所：市内全域 （視察会場 湊小学校） 

       なお、総合支所においては、各地域に即した訓練を実施 

３ 内  容：「令和元年度石巻市総合防災訓練実施要領」のとおり 

４ 参加機関：石巻市、宮城県、石巻市教育委員会、石巻市消防団、石巻地区広域消防 

石巻警察署、河北警察署、陸上自衛隊（第２２普通科連隊）、自主防災会 

町内（区）会、石巻市防災士協議会、宮城県測量設計業協会 等 

 ５ 重点実施事項 

・平成３０年６月から避難所担当職員制度の運用が開始されたことに伴い、今回の訓練では、

各担当が訓練に参加し、避難所を運営するために必要な一連の流れを地域住民とともに実践

する。 

・一部避難所において、職員が避難所の開設状況等を LINE で報告、協力企業におけるドロー

ンでの情報共有訓練の実施を予定している。 

資料４ 
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⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

 災害発生時等に、情報収集や安全な場所への避難など自発的行動を促し、非常時持出品や避難経

路の確認など日頃からの防災意識の高揚が図られる。 

 また、一部地区において土砂災害発生を想定した避難訓練も行うことで、津波に限らない様々な

災害対策を市内全域の住民の方々に啓発していく。 

【市財政への負担】（当初予算措置済） 

訓練実施広報用チラシ、ポスターの作成等  ３４５千円 

新聞広告掲載料               ４７千円 

  防災訓練用協力依頼・アンケート郵便代    ９９千円 

総合防災訓練用消耗品           ３００千円  計７９１千円 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

 

 他市町村の実施（予定）状況 

市町村名 内容 日程 

東松島市 総合防災訓練（津波の他 土砂災害含む） ６月１６日（日） 

気仙沼市 総合防災訓練（津波の他 土砂災害等含む） １１月 ３日（日） 

南三陸町 総合防災訓練（津波の他 土砂災害等含む） １１月１０日（日） 
 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和元年 ９月  市報への掲載及び市ホームページの更新 

公共施設、広報掲示板等へのポスター掲示 

町内(区)会長及び自主防災会長への訓練参加動向調査依頼 

訓練周知チラシの全戸配付（９月１２日行政委員配布） 

１０月 訓練従事職員への業務説明会実施 

※実施要領細部の検討及び各関係機関との調整については継続して実施 

⑨ その他 

 

 


